
港区の温暖化対策について

港区環境リサイクル支援部環境課地球環境係長 秋葉大輔
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地球温暖化による影響

◆地球温暖化に伴い、気温上昇や気候変動による様々な影響が起きている

出典：気候変動の観測・予測及び影響評価レポート2018 ～日本の気候変動とその影響～

台風被害による影響

高潮被害による影響

大洪水による影響
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地球温暖化が起こる仕組

出典：全国地球温暖化防止活動推進ホームページ

⇒ＣＯ₂をはじめとする温室効果ガス排出量の増加が主な原因

出典：気象庁ホームページ

世界の平均気温偏差
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港区の現状(区内のＣＯ２排出量の推移①)

⇒近年は減少傾向となっているが、1990年代と比較すると増加

出典：オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成

1990年度
2,970千t-CO2/年

2018年度
3,740千t-CO2/年

t-CO2/年
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港区の現状(区内のＣＯ２排出量の推移②)

⇒港区のＣＯ２排出量は、20年以上に亘り都内で最多

t-CO2/年

出典：オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成
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港区の現状(区内のＣＯ２排出の内訳①)

出典：オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成

※端数処理の関係で、総排出量と各部門の合計が一致しない場合があります。

2018年度
総排出量

374.0
万t-CO2

民生業務部門
259.8万t-CO2
（69％）

民生家庭部門
47.3万t-CO2
（13％）

港区

廃棄物部門
8.1万t-CO2

(2%)

産業部門
7.8万t-CO2
(2%)

運輸部門
51.0万t-CO2
（14％）

2018年度
総排出量

4,275.9
万t-CO2

民生業務部門
1,909.3万t-CO2

（45％）

民生家庭部門
1,293.8万t-CO2
（30％）

廃棄物部門
140.2万t-CO2

(3%)

産業部門
238.9万t-CO2
(6%)

運輸部門
693.8万t-CO2
（16％）

参考：２３区

港区と２３区の部門別ＣＯ２排出量の内訳

⇒港区のＣＯ２排出量の約８割は、建物からの排出 6



71%
16%

6%

3%
2% 2%

区内のエネルギー源別ＣＯ２排出割合（2018年度）

電気 都市ガス ガソリン 軽油 廃棄物 その他

◆区内のＣＯ２排出量は、電力の利用
に伴うものが約７割を占める

◆区内の部門別電気使用量の割合では
民生業務部門と民生家庭部門の合計
が約９割を占める

78%

14%

7%

1%

区内の部門別電気使用量割合（2018年度）

民生業務部門 民生家庭部門 運輸部門 産業部門

出典：オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成

港区の現状(区内のＣＯ２排出の内訳②)
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港区環境基本計画のめざす環境像と基本目標

１ めざす環境像

多様な暮らし・活気・自然が調和する
持続可能な都市 みなと
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２ 基本目標 基本目標１

脱炭素社会の実現と
気候変動への適応による
安全・安心なまち

基本目標２

ごみを減らして
資源が循環する

まち

基本目標３

健康で快適に
暮らせるまち

基本目標４

水と緑のうるおいと生物
多様性の恵みを
大切にするまち

基本目標５

環境保全に
取り組む人がつながり
行動を広げるまち

多様な暮らし・活気・自然が調和する
持続可能な都市 みなと
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３ 政策体系
基本目標１

脱炭素社会の実現と
気候変動への適応による
安全・安心なまち

施策１ 脱炭素まちづくりの推進

施策２ 広域的な連携による地球温暖化対策の推進

施策３ ビジネス・ライフスタイルの改革

施策４ 気候変動に適応したまちづくりの推進
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基本目標2

ごみを減らして
資源が循環する

まち

施策５ 区民の参画と協働による３Ｒの推進

施策６ 事業系廃棄物の発生抑制と資源循環の促進

施策７ 安全・安心・効率的な廃棄物処理の実践
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基本目標３

健康で快適に
暮らせるまち

施策８ 良好な生活環境の確保

施策９ まちづくりにおける環境配慮の促進

施策10 環境美化活動の推進
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基本目標４

水と緑のうるおいと生物
多様性の恵みを
大切にするまち

施策11 古川・運河・お台場の海の水質改善

施策12 水辺空間と水循環系の保全・再生

施策13 豊かで質の高いみどりの保全・創出

施策14 生物多様性の理解と浸透

施策15 生物多様性の保全・再生
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基本目標５

環境保全に
取り組む人がつながり
行動を広げるまち

施策16 環境教育等による環境保全意識の向上

施策17 協働による環境保全活動の推進
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港区環境基本計画（港区環境率先実行計画）

●令和３年２月に新たに策定した港区環境基本計画で、「2050年までに区内の温室効果ガスの
排出実質ゼロ」を達成することを定めるとともに、令和３年３月にゼロカーボンシティの実
現に向けて取り組むことを表明

●区の事務事業おける二酸化炭素排出量削減目標を定め、各課・施設は省エネ等を実施

ゼロカーボンシティ表明に対する
環境大臣からのメッセージ 区の事務事業における二酸化炭素排出量削減目標

令和８（２０２６）年度の削減目標

令和８年（２０２６）年度の区有施設の面積当たりの二酸化炭素排出量を

平成２５(２０１３)年度比▲３０％の水準とする

中期の削減目標

令和１２(２０３０)年度の区有施設の面積当たりの二酸化炭素排出量を

平成２５(２０１３)年度比▲４０％の水準とする
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●東日本大震災後初めての電力ひっ迫警報
令和４年３月、地震により火力発電所が停止したことに加え、急激な気

温の低下に伴い電力需要が大きく増加すると見込まれたため、政府は初め
て東京電力管内に電力ひっ迫警報を発令

●エネルギー価格の高騰による安定供給の危機
ウクライナ情勢等を背景に原油、天然ガス等エネルギーの価格が高騰。

エネルギー源のほとんどを海外からの輸入に依存している日本は、エネル
ギー安定供給の危機

これまで以上に求められる節電・省エネ

●これまで以上に強い危機感をもって節電・省エネルギーに取り組む
ことが必要
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東京エリア
令和４年度夏季の
電力供給余力予備率

3.1%
過去５年で

最も厳しい状況です

3.1%

小さな工夫で大きな効果！
節電アクション＜行動＞にご協力をお願いします！
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の取組
ＡＣＴＩＯＮ！❶ ＡＣＴＩＯＮ！❷ ＡＣＴＩＯＮ！❸

ＡＣＴＩＯＮ！❹ ＡＣＴＩＯＮ！❻ＡＣＴＩＯＮ！❺

ＡＣＴＩＯＮ！❼
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助成対象機器 助成上限額
区民 管理組合等

太陽光発電システム 40万円 99.9万円

蓄電システム 20万円 －

日射調整フィルム 4万円 40万円

燃料電池システム（エネファーム） 15万円 －

LED照明等 － 100万円

人感センサー付照明 － 25万円

高断熱サッシ 10万円 1,000万円

電気自動車等用充電設備
普通充電設備 10万円 10万円

急速充電設備 50万円 50万円

高反射率塗料等 30万円 100万円

集合住宅省エネコンサルタント派遣 － 無料

区では再生可能エネルギー利用機器や省エネルギー機器等の設置費用の一部を助成
しています。
省エネ対策を行うことで、電気代の大きな節約になります！
※助成金の交付申請は、必ず機器等の設置工事前に行ってください。
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御清聴ありがとうございました
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